
第１章

Part1
大学におけるキャリア形成支援と
キャリア教育

日本の大学・大学生の理解



2

第1章

日本の大学・大学生の理解

● 1　大学教育の状況

（ 1）学校の数

◦2012年度の学校数は783校であり、2002年度から97校増加している。
◦公立大学と私立大学の学校数の増加が顕著である。

【大学の設置者別学校数】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年12月）

（ 2）学生（学部生）数

◦2012年度の学部学生数は、約2,561千人であり、2002年度から約62千人増加している。
◦2012年度の学部学生のうち女子は、約1,206千人（占有率41.9％）であり、近年、女子学生の数

が増加し、占有率も上昇している。

【学生数（大学）】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年12月）

（ 3）関係学科別学部学生の構成

◦学部学生の関係学科別構成比をみると、「社会科学」が33.7％で最も高く、次いで「工学」（15.2
％）、「人文科学」（14.8％）等の順である。

◦その年次推移をみると、「教育」「薬学」の比率が年々上昇しているが、「人文科学」「社会科
学」「工学」の比率が低下している。
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【関係学科別学部学生の構成】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年12月）

● 2　大学（学部）への入学状況

（ 1）大学等への進学率の推移

◦大学等進学率は、2010年度をピークに、最近の 2 年間は微減している。
◦近年、18歳人口の減少とともに、高校卒業者数は減少しているが、大学等の進学者数は、ほぼ

横ばいで推移している。

【高等教育機関への入学状況】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（速報値）」2012年 8 月）
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（ 2 ）入学者数

◦2012年度の大学・大学院への入学者数は、約605千人で、前年度より約7.5千人減少した。
◦2012年度の入学者のうち、「自県（出身高校と同一県）」内の大学へ入学した者の比率」は42.0

％（前年度より0.1ポイント上昇）であり、これを男女別にみると、男子は40.0％（前年度より
0.1ポイント上昇）、女子は44.5％（前年度より0.1ポイント上昇）である。

【入学状況（大学・大学院）】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年12月）

（ 3）入学者の選抜状況

◦2012年度の大学への入学者約594千人のうち、一般入試（学力選抜）で入学した者は約334千人
（全体の56.2％）である。

◦これを、設置者別にみると、私立大学は入学者の49.1％、公立大学は同73.3％、国立大学は
84.1％となっている。

【2012年度大学入学者選抜実施状況】

①総括表

②一般入試

（資料出所：文部科学省「平成24年度国公私立大学入学者選抜状況」2012年10月）



第１章　日本の大学・大学生の理解

5

● 3　大学進学の意識や理由

（ 1）大学進学に対する意識

◦高校生・保護者とも、「大学で学問に取り組めば専門性を高めることができる」や「大学で過
ごすこと自体が子どもの人生経験として重要だ」と回答した比率が約90％と高い。

◦子どもは保護者よりも、「大学に行けば社会で活躍するための実力がつく」と考える傾向があ
り、保護者は子どもよりも「大学に入ったら勉学に力を入れて欲しい」と考える傾向がある。

【大学進学に対する意識】（高校生及びその保護者）

（資料出所：Benesse 教育研究開発センター『高校データブック2013』84頁2013年 3 月）

（ 2）高等教育機関への進学理由

◦大学生の進学理由としては、「大学で過ごすこと自体が人生経験として重要だと思ったから」
が74.4％と最も高く、次いで、「先行き不安な時代に大学くらい出ていないといけないと思っ
たから」が73.1％となっている。

【高等教育機関（大学・短大・専門学校）進学の理由】

（資料出所：Benesse 教育研究開発センター『高校データブック2013』86頁2013年 3 月）
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● 4　学生の大学での学びの状況

（ 1）学生の 1週間の過ごし方

◦学生の 1 週間の過ごし方で最も多かったのは、「大学の授業や実験に参加する」で、 1 週間で
11時間以上が 1 年生は約75％、 3 年生では約60％である。

◦11時間以上費やしている割合が高いのが「インターネットでサーフィンをする」、「家庭教師や
塾講師以外のアルバイト」、「同性の友達との交際」、「テレビ」、「通学」などである。

◦「授業とは関係のない勉強」、「読書」、「新聞を読む」のに費やす時間が少ない。

【学生の 1 週間の過ごし方（ 1 年生）】

（資料出所：京都大学高等教育研究開発推進センター・電通育英会「大学生のキャリア意識調査2010」16頁結果報
告書2011年12月）

【学生の 1 週間の過ごし方（ 3 年生）】

（資料出所：京都大学高等教育研究開発推進センター・電通育英会「大学生のキャリア意識調査2010」17頁結果報
告書2011年12月）
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（ 2 ）課外活動

◦大学でのサークル活動や部活動は、「参加している学生」が49.0％とほぼ半数となっている。
活動の頻度は「週 1 日」が20.4％と最も多いが、「週 4 日以上」活発に活動している学生も21.6
％いる。

◦「アルバイトをしている学生」は、63.7％となっている。頻度は、「週に 3 日程度」が32.1％と
もっとも多い。

【サークル活動・部活動の参加状況と参加日数】

（資料出所：Benesse 教育研究開発センター『大学データブック2012』50頁2013年 3 月）

【アルバイトをしている学生の割合と日数】

（資料出所：Benesse 教育研究開発センター『大学データブック2012』51頁2013年 3 月）

（ 3）大学で力を入れたことと就職活動での活用

◦学生が、大学でとても力を入れたこととして多いのは、「卒業論文・卒業研究が」34.6％、「ア
ルバイト」が33.1％であり、やや力を入れたも含めるといずれも70％程度になる。

◦就職活動で活かされているとの回答が多いのは、「アルバイト」、「クラブやサークル活動」で
経験者の40％程度、「卒業論文・卒業研究」は30％程度である。
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【大学で力を入れたことと就職活動での活用】

（資料出所：Benesse 教育研究開発センター『大学データブック2012』69頁2013年 3 月）

● 5　進路（就職）を巡る状況

（ 1）学部卒業生の進路状況

◦進学率は緩やかな上昇傾向にあったが、2010年度をピークに 2 年連続低下し、2012年度は13.8
％（前年度より1.2ポイント低下）となった。

◦就職率は、2010年度に急激に低下したが、その後 2 年連続で上昇し、2012年度は63.9％（前年
度より2.3ポイント上昇）となった。

◦2012年度の就職者約357千人のうち、約22千人は「正規の職員等でない者」であり、卒業者に
占める割合は、3.9％である。

◦「正規の職員等でない者」と「一時的な仕事に就いた者」、「進学も就職もしていない者を」合
算すると、約128千人となり、卒業者に占める割合は22.9％である。

【状況別学部卒業者の推移】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年12月）
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（ 2 ）男女別の進路状況

◦男子は、女子と比べて、「進学者」の比率と「就職も進学もしていない者」の占める割合が高
くなっている。

◦女子は、男子と比べて、「正規の職員等」と「就職したが正規の職員でない者」の占める割合
が高くなっている。

【状況別学部卒業者の男女比較】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年12月）

（ 3）分野別の卒業者の状況

◦人文・社会・家政・教育の学部卒業者は、「不安定就労者」の比率が高くなっている。
◦理学・工学・農学の学部卒業者は、「進学者」の比率が高く、「不安定就労者」の比率が低くな

っている。

【分野別の卒業者の状況】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年12月）

（ 4）2012年 3 月学部卒業者の産業別就職者数

◦2012年度の就職者数の割合を産業別にみると、「卸売業、小売業」が17.0％で最も高く、次い
で「医療・福祉」が13.7％、「製造業」が13.1％、「教育、学習支援業」が8.5％の順である。

◦男子は、「卸売業、小売業」が17.8％で最も高く、「製造業」が16.9％、「公務（他に分類される
ものを除く）」が8.0％の順である。
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◦女子は、「医療、福祉」が20.9％、「卸売業、小売業」が16.2％、「教育、学習支援業」が11.3％
等の順である。

【学部卒業者の産業別就職者数の比率と男女別の比率】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年12月）

【産業別就職者数】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年12月）
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（ 5 ）学部卒業者の職業別就職者数（男女別など）

◦就職者を職業別にみると、「専門的・技術的職業従事者」が34.5％（うち「技術者」12.3％、
「保健医療従事者」10.1％、「教員」6.3％）で最も高く、次いで「事務従事者」29.5％、「販売
従事者」23.6％等の順である。

◦男女別にみると、男子は「専門的・技術的職業従事者」が32.4％（うち「技術者」19.3％、「教
員」4.4％等）、「事務従事者」25.9％、「販売従事者」27.4％の順であり、女子は、「事務従事者」
33.2％、「専門的・技術的職業従事者」36.7％（うち「保健医療従事者」15.7％、「教員」8.3％、

「販売従事者」19.7％等の順である。
◦2002年 3 月と2012年 3 月の10年間の比較では、「専門的・技術的職業従事者」の比率が増加
（うち「保健医療従事者」が4.6％から10.1％へ、「教員」が3.7％から6.3％へ等。反面、「技術者」
が19.9％から12.3％へ減少）している。「事務従事者」が34.7％から29.5％へ減少している。

【学部卒業者の職業別就職者の比率（男女別と10年間の比較）】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年12月）

（ 6）学部卒業時の「不安定就労」の状況

◦「進学も就職もしていない者」約87千人（卒業者の15.5％）のうち、「進学準備中の者」は3.6
千人（同0.6％）にとどまり、「就職準備中」49千人（同8.8％）、「その他」34千人（同6.0％）
となっている。

【不安定就労者の状況】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年12月）
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● 6　大学生・大学院生への求人倍率（2014年 3 月卒業予定者）

（ 1）求人総数及び民間企業就職希望者数・求人倍率の推移

◦2014年 3 月卒業予定の大学生・大学院生対象の大卒求人倍率は1.28倍であり、前年（1.27倍）
とほぼ同じである。

【求人総数及び民間企業就職希望者数・求人倍率の推移】

（資料出所：リクルートワークス研究所「第30回ワークス大卒求人倍率調査（2014年卒）」2013年 4 月）

（ 2）従業員規模別の求人倍率

◦従業員1,000人未満企業の求人総数は38.9万人、就職希望者数は20.4万人であり、求人倍率は、
1.91倍（前年より0.12ポイント上昇）となっている。

◦従業員1,000人以上企業の求人総数は15.4万人、就職希望者数は22.2万人であり、求人倍率は
0.70倍（前年より0.03ポイント下降）となっている。

【従業員規模別求人倍率の推移】

（資料出所：リクルートワークス研究所「第30回ワークス大卒求人倍率調査（2014年卒）」2013年 4 月）

（ 3）従業員規模詳細別の求人数・就職希望者数・求人倍率の推移

◦従業員規模別にみると、就職希望者数は5,000人以上企業は前年比で5.2％増（前年は15.2％
減）、1,000人～4,999人企業は同3.5％（前年は6.6％減）となっており、大手企業を希望する学
生は、前年より増加している。

◦従業員規模別の求人倍率は、300人未満企業では3.26倍と前年（3.27倍）並みである一方、
5,000以上企業では、0.54倍と前年（0.60倍）より微減となっている。前年まで、数年にわたっ
て継続していた従業員規模別のミスマッチ緩和傾向が、一服しているといえる。
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【従業員規模詳細別の求人数・民間企業就職希望者数・求人倍率の推移】

（資料出所：リクルートワークス研究所「第30回ワークス大卒求人倍率調査（2014年卒）」2013年 4 月）

（ 4）業種別求人倍率の推移

◦「建設業」は求人総数61,000人（前年より1,000人増）、就職希望者数13,000人（前年より1,400
人増）、求人倍率4.77倍であり、「流通業」は求人総数215,000人（前年より2,000人増）、就職希
望者数45,000人（前年より12,000人減）、求人倍率4.76倍である。

◦「製造業」は、求人総数189,000人（前年より11,000人減）、就職希望者数145,000人（前年より
2,000人減）であり、求人倍率は1.31倍である。

◦「サービス・情報業」は、求人総数69,000人（前年より2,000人減）、就職希望者数167,000人
（前年より2,000人減）、求人倍率は0.41倍であり、「金融業」は、求人総数10,000人（前年とほ
ぼ同じ水準）、就職希望者数56,000人（前年より6,000人増）、求人倍率0.18倍である。

【業種別求人倍率の推移】

（資料出所：リクルートワークス研究所「第30回ワークス大卒求人倍率調査（2014年卒）」2013年 4 月）

● 7　新規大学等卒業就職者の産業別離職状況

（ 1）新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移（短大・大学）

◦短大・大学新規学卒者の在職期間別離職率（ 3 年以内）は、2004年度卒業者をピーク（短大卒
44.8％、大学卒36.6％）に低下しており、2011年度卒業者は短大卒が39.3％、大学卒が28.8％で
あった。
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【新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移（短大・大学）】

（資料出所：厚生労働省「新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移」2012年10月）

（ 2）新規大学卒業就職者の産業別離職状況

◦2009年 3 月大卒者の入社後 3 年目までの離職率は、全産業平均で28.8％であるものの、業種ご
との差異が大きく、「教育業・学習支援業」が48.8％、「宿泊・飲食サービス業」が48.5％、「生
活関連サービス・娯楽業」が45.0％等、サービス業が軒並み高い離職率を示している。

◦「製造業」での離職率は15.6％、「電気・ガス・水道等」が7.4％等と低い数字になっている。

【新規大学卒業就職者の産業別離職状況（2007年 3 月卒～2009年 3 月卒）】

（資料出所：厚生労働省「新規大学卒業就職者の産業別離職状況」2012年10月）
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● 8　採用選考に関する企業の倫理憲章等

（ 1）採用選考に関する企業の倫理憲章

採用選考に関する企業の倫理憲章
� 2011年 3 月15日改定
� ㈳日本経済団体連合会

　企業は、2013年度入社以降の、大学卒業予定者・大学院修士課程修了予定者等の採用選考にあ
たり、下記の点に十分配慮しつつ自己責任原則に基づいて行動する。

記

1 ．公平・公正な採用の徹底
　公平・公正で透明な採用の徹底に努め、男女雇用機会均等法に沿った採用選考活動を行うの
はもちろんこと、学生の自由な就職活動を妨げる行為（正式内定日前の誓約書要求など）は一
切しない。また、大学所在地による不利が生じぬよう留意する。

2 ．正常な学校教育と学習環境の確保
　在学全期間を通して知性、能力と人格を磨き、社会に貢献できる人材を育成、輩出する高等
教育の趣旨を踏まえ、採用選考活動にあたっては、正常な学校教育と学習環境の確保に協力
し、大学等の学事日程を尊重する。

3 ．採用選考活動早期開始の自粛
　学生が本文である学業に専念する十分な時間を確保するため、採用選考活動の早期開始は自
粛する。具体的には、広報活動ならびに選考活動について、以下の期日より早期に行うことは
厳に慎む。
　なお、以下の開始時期に関する規定は、日本国内の大学・大学院等に在籍する学生を対象に
するものとする。
⑴　広報活動の開始

　インターネット等を通じた不特定多数向けの情報発信以外の広報活動については、卒業・
修了学年前年の12月 1 日以降に開始する。それより前は、大学が行う学内セミナー等への参
加も自粛する。また、広報活動の実施にあたっては、学事日程に十分配慮する。

⑵　選考活動の開始
　面接等実質的な選考活動については、卒業・修了学年の 4 月 1 日以降に開始する。

4 ．広報活動であることの明示
　12月 1 日以降の広報活動の実施にあたっては、当該活動への参加の有無がその後の選考に影
響しないものであることを学生に明示する。

5 ．採用内定日の遵守
　正式な内定日は、卒業・修了学年の10月 1 日以降とする。
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6 ．多様な採用選考機会の提供
　海外留学生や、未就職卒業者への対応を図るため、通年採用や夏季・秋季採用等の実施な
ど、多様な採用選考機会の提供に努める。

7 ．その他
⑴　高校卒業予定者については教育上の配慮を最優先とし、安定的な採用の確保に努める。
⑵　インターンシップは、産学連携による人材育成の観点から、学生の就業体験の機会を提供

するために実施するものである。したがって、その実施にあたっては、採用選考活動（広報
活動・選考活動）とは一切関係ないことを明確にして行うこととする。

� 以　上

（ 2）大学等の卒業・修了予定者に係る就職について

大学・短期大学・高等専門学校卒業・修了予定者に係る就職について

� 平成24年10月22日
� 就職問題懇談会

　大学、短期大学及び高等専門学校（以下「大学等」という。）は、学生に高い学力と豊かな人
間性を身につけさせた上で卒業生・修了生としてグローバル化をはじめ複雑多様化した社会に送
り出すという、本来果たすべき社会的使命と責任を十分に認識し、その責務を果たすため、就職
活動の秩序を維持するとともに、正常な学校教育と学生の学修環境を確保することが重要であ
る。
　この度、国公私立大学等で構成する就職問題懇談会は、こうした大学等の社会的責任を全うす
るとともに、学生がその個性や適性とともに大学等で身につけた資質能力を十分に生かして、社
会に貢献することのできる適切な職業選択を行う機会を確保するため、また、高等学校卒業予定
者の就職活動にも配慮し、平成25年度以降卒業・修了予定者の就職活動について、下記のとおり
申し合わせる。各大学等においては、全教職員が協力し、全学的にこれを実行することを確認す
る。
　各大学等においては、大学等関係団体の総意である「要請書」の目指すところをあらためて確
認し、学生の健全な学修環境を確保するため、足並みをそろえ、良識のある対応・行動の徹底を
お願いする。特に、学生の勤労観・職業観の育成等の取組を行うため、企業関係者の協力を求め
る場合は、企業の採用活動とは切り離した形での特段の教育的配慮をもって行動するようお願い
する。

記

1 ．就職・採用活動の早期化是正について
⑴　就職・採用活動の早期化是正について

　学校教育上重要な時期である卒業・修了年次当初及びそれ以前は、学内及び学外で企業が実
施する採用選考のための「企業説明会」（名称に関わらず、実質的に採用選考のための説明会
を指す。）に対して会場提供や協力を行わない。
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　一方で、企業の採用情報等の発信を目的とした採用広報のための説明会等を大学等の協力の
下に実施する場合は、参加の有無がその後の選考に影響しないことを学生に対して明示する。
さらに、卒業・修了前年度の 3 月より前に行う企業の活動については、採用に直結しない、学
生の職業観や勤労観の育成を図るための業界研究や企業研究に資する企業の一般的な広報活動
であることの確認をすること。
　これらの趣旨を踏まえ、学生に対する就職指導を適切に行う。

⑵　学校推薦の取扱いについて
　学校推薦は、原則として 7 月 1 日以降とする。

⑶ 正式内定開始について
　正式内定日は、10月 1 日以降である旨学生に徹底する。正式内定に至るまでの間において
は、複数の内々定の状態が継続しないよう、学生を指導するとともに、 9 月30日以前の内々定
は学生を拘束しないものである旨徹底する。

2 ．就職・採用活動の公平・公正の確保について
⑴　学生の応募書類について

　学生の応募書類は、「大学等指定書類（『履歴書・写真・自己紹介書』、『成績証明書《卒業見
込証明書を含む》』）」とし、企業に対して、就職差別につながる恐れのある項目を含む「会社
指定書類」《エントリーシート等を含む》、「戸籍謄（抄）」本）、「住民票」等の提出を求めない
よう要請する。

⑵　男女雇用機会均等について
　採用活動は、男女雇用機会均等法及びその指針の趣旨に則って行われるべきであり、その旨
を企業側に徹底するよう要請する。特に、総合職採用における女子学生への配慮を要請する。

3 ．その他の事項について
⑴　職業観や勤労観の涵養について

　学生個々の個性や適性に応じた職業を学生自ら選択できる能力の育成や学修意欲を高めるた
め、学生の職業観や勤労観を涵養することは重要であり、大学等においては教育課程の実施や
厚生補導を通じてキャリア教育やインターシップを推進する。
　また、大学等において学生の職業観・勤労観の育成等の取組等を行う場合には、企業の採用
活動とは切り離した形での特段の教育的配慮をもって行う。

⑵　「申合せ」の周知について
　各大学等は、学内の教職員はもとより、学生への周知徹底を図るとともに、企業等に求人依
頼文書を発送する際、この「申合せ」を添付し、その趣旨の理解を図る。

⑶　就職・採用活動の改善に向けて
　正常な学校教育と学生の健全な学修環境を確保するため、就職問題懇談会は、大学等が要請
する就職・採用活動の改善に向け、引き続き企業側との協議を行うこととする。




